
主要事業評価シート（第２次実施計画／Ｒ１・２・３年度）

H ～ R

事業費

総人件費

項 05:住宅費

戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 03:「ＪＲ亀山駅周辺拠点力向上」プロジェクト 目 01:住宅管理費

施 策 の 大 綱 01:快適さを支える生活基盤の向上 財
務
科
目

会計 01:一般会計

基 本 施 策 01:都市づくりの推進 款 08:土木費

施 策 の 方 向

②
目
的
・
概
要

対象 居住誘導区域内で新たに住宅を取得し居住する者

目
的

市街地拡散や既成市街地の空洞化などの本市の都市形成上の課題を踏まえ、居住誘導区域内での住宅取得を促
進することで、定住促進と既成市街地の活性化を図る。

概
要

市内の居住誘導区域内に戸建ての住宅（新築・中古住宅)を購入した世帯に対し、助成金を支給する。また、子育て
世帯に対しては助成金を加算する。

事業予定期間 31 - 年度 主な根拠法令要綱等

①
基
本
事
項

計画コード 事業名 部名 産業建設部

19002 住宅取得支援事業 課名 都市整備課 住まい推進Ｇ

施
策
体
系

01:計画的な都市づくりの推進

事
業
費

計
画
額

事業費 2,000千円 2,000千円 2,000千円
国庫支出金

年
度
実
績

〇戸建て住宅取得助成金の交付　14件

地方債

その他

県支出金

一般財源 2,000千円 2,000千円 2,000千円

予
算
額

事業費 3,750千円
国庫支出金

地方債
その他

県支出金

一般財源 3,750千円 0千円 0千円

決
算
額

① 3,750千円
国庫支出金

地方債
その他

県支出金

所要人員 0.20

一般財源 3,750千円 0千円 0千円
② 1,570千円 0千円 0千円

一般職員

会計年度任用職員等 0千円 0千円 0千円
総コスト（①＋②） 5,320千円 0千円 0千円

1,570千円 0千円 0千円人
件
費

受益者負担率 0.0% 0.0% 0.0%

③
　
事
業
の
計
画
・
実
績

令和元年度 令和２年度 令和３年度

年
度
計
画

○戸建て住宅取得助成金の交付
　・新築、中古

○戸建て住宅取得助成金の交付
　・新築、中古

○戸建て住宅取得助成金の交付
　・新築、中古



　

（参考：前期基本計画期間（H29-R3）における評価履歴） ■令和元年度予算額（事業費）の内訳

④
指
標

令和元年度 令和２年度 令和３年度

①
10

本事業を活用し、居住誘導区域内で取得された住宅戸数 実績値 14
単位 戸 戸

名称 住宅取得戸数
成
果

計画値 10 10

戸

実績値
単位

名称 計画値

②

名称 計画値

居住誘導区域内での住宅取得に対して、14件の助成金を交付することができた。

計画どおり実施できた

成
果

【成果は順調に上がったか】

⑤
事
業
の
改
善

前
回
評
価

【前回評価の対応方針の概要を記入】

改
善
行
動

【前回評価の対応方針を踏まえ、どのような措置を講じたか】

③ 実績値
単位

⑦
今
後
の
対
応
方
針

課
題

【課題は何か】

今
後
の
方
向
性

住宅所在地への住民登録後、6カ月以内の申請が必要となるため、予算内での申請時
期が課題である。

対
応

【課題に対し、どのように対応するか】

⑥
事
業
の
評
価

評価

申請数が多く見込まれる場合、速やかに補正予算等で対応を図る。

【その他の場合、その内容を記載】

効
果

【対応することで、どのような効果が期待できるか】
速やかな交付申請事務に寄与することができる。

対応時期 令和2年度

Ａ
居住誘導区域内への定住促進につながるとともに、申請14件中、子育て世帯が１１件と、ファミリー世帯の誘
導にも貢献することができた。

十分な成果を得た

（判定）

活
動

【計画どおりに実施できたか】

Ａ

判
定

活動 A

【１次評価者】 　産業建設部　都市整備課　住まい推進グループリーダー　村山　理

【最終評価者】 　産業建設部　都市整備課長　田所　学

H29 H30 R1 R2 R3
千円

令和元年度の最終予算額 3,750 千円
令和2年度への繰越額 千円

予算額（事業費） 3,750 千円

成果 A

内
訳

平成30年度からの繰越額

拡大

現状維持

縮小

廃止

その他


